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内縁は，法律に規定のない事実上の婚姻関係であるが，社会的には婚姻の実
態を有するために，学説・判例により，準婚的保護が確立されてきた。戦後，
新憲法の制定にともなう「家」制度の廃止，婚姻観の変化により，内縁の原因
が変化し，内縁率の減少もみられるが， このような傾向とあいまって，近年，
内縁の法的保護の再検討を求める有力な主張もなされており，内縁保護をめぐ
る議論も高揚している。しかし，内縁の準婚的保護のゆきすぎは見直しの必要
があるにしても，その保護の必要性は依然として失われていない。法律に規定
のない関係であっても，社会的事実として定着し，保護しないことが不公平であ
る場合には，法的保護を加えることも家族関係の特質として認められていると
ころである。法的保護の法技術的処理はいろいろあっても，可能なかぎり人間
性の尊重の観点が貫かれる必要がある。その意味で，準婚的保護をすて去るこ
(1) 太田武男・久貴忠彦「内縁の実態」青山道夫ほか編『講座家族3婚姻の成立』 375
頁以下参照。
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とは，にわかに賛成できない。内縁保護を考える場合に最も議論の分れるとこ
ろは，婚姻障害をもつ内縁，特に重婚的内縁の問題である。重婚的内縁は一夫
一婦制の法律婚主義と矛盾する内容を含み，また，有責配偶者の離婚請求の問
題とも関連するので，学説・判例とも分れ，支配的見解は確立されていない。
そこで，重婚的内縁をめぐる学説を整理し，若干の検討を試みた。
2 内緑の法的把握
内縁は，婚姻意思をもって共同生活を行い，社会的には夫婦と認められなが
ら，婚姻の届出を欠くために，法律上婚姻と認められない事実上の夫婦関係で
(1) 
あり，私通関係や妾関係などの婚姻外性関係と区別される。民法は，婚姻の届
出によって効力を生ずる (739条）という届出婚主義を採用しているために，
このような内縁関係が生ずる。このような内縁は，法律に規定はないが， これ
を保護しないことは社会的不公平を生じ，人間性の尊重の観点からも好ましく
ないことから，判例・学説により保護の理論が形成されてきた。その経過につ
いては，多くの論著があるので，大略を述べれば次のようなものである。
明治31年の民法施行後しばらくは，法律上の規定がないことを理由に保護を
(2) 
与えなかったが，大正4年の大審院連合部判決は，内縁関係の本質を「将来ニ
於テ適法ナル婚姻ヲ為スコトヲ目的トスル契約」，すなわち婚姻の予約として
とらえ，その不当破棄に対して，債務不履行の法理により損害賠償の責任を認
(3) 
めた。この判決を契機に裁判例は婚姻予約の法理により保護をはかるようにな
(4) 
り，学説の影響をうけて，第三者関係には， 「扶養スベキ筋合」とか， 「妻子
(1) 太田武男 『夫婦の法律』 27,28頁。
(2) 大判明治35.3. 8民録8.3 .16, 大判明治4-1.3 . 25民録17.169など。
(3) 大判大正4.1 .26民事連合部判民録21.1 . 49。もっとも，これ以前にも，大判明治
44. 1 . 26民録17.16などいくつかの保護判例があったことが指摘されている（佐藤良
雄「婚姻予約（内縁）判例小史・序説」経済研究（成城大） 39巻13が頁以下，我妻栄
＜唄孝ー〉編著『判例コンメソタールVJI・ 親族法』 178頁以下（佐藤良雄））。
(4) 大半I]大正11.6. 3民集 1. 6. 280。
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(5) (6) 
或ハ之卜同視スヘキ関係ニアル者」，あるいは，「事実上ノ妻」などの論理によ
り，内縁の妻の保護が確立されてきた。
社会立法の面でも，大正12年工場法が「死亡当時其ノ収入二依リ生計ヲ維持
、ンタル者」という表現で遺族扶助料の受給権を認め，その後昭和 8年改正の恩
給法，昭和12年の母子保護法は， 「届出ヲ為サザルモ事実上婚姻関係卜同様ノ
事情二在ル者」という表現で保護をはかり，さらに戦後の多くの社会立法は，
(7) 
同様の表現で配偶者に準じて積極的に受給資格を認めるにいたっている。
学説は，判例・社会立法の内縁の妻の保護の側面には評価しながら，判例の
婚姻予約理論には疑問を呈し，内縁の本質を的確に把握するためには，内縁を
準婚としてとらえ，その不当破棄は債務不履行ではなくて不法行為により保護
(8) 
をはかるべきことを主張した。
このような学説の傾向は裁判例にも反映され，最高裁は昭和33年「いわゆる
内縁は，婚姻の届出を欠くが故に，法律上の婚姻と言うことはできないが，男
女が相協力して夫婦としての生活を営む結合である点においては，婚姻関係と
異なるものではなく，これを婚姻に準ずる関係というを妨げない」とし，その
不当破棄に対しては，婚姻予約不履行あるいは不法行為を理由として損害賠償
(9) 
を求めることができるとした。
これによって，学説・判例とも，若干のニュアソスの違いはあるにしても，
内縁を準婚として保護することが支配的立場として確立されてきた。この結
果，内縁は，その法的効果として，夫婦の共同生活関係の存在を前提とする夫
婦の同居・協カ・扶助義務（民752), 婚姻費用分担（民760), 日常家事債務の連
(5) 大判昭和7.10. 6民集11.20.2023。
(6) 大判昭和8.8 .10新聞3592.5。
(7) 例えば，労働基準法施行規則42条 1項，健康保険法1条2項 1号，失業保険法27条
1項，国民年金法五条V項など。なお，太田武男「重婚的内縁の特別法上の地位」人
文学報41号67頁以下参照。
(8) 中川善之助『日本親族法』 179頁，杉之原舜ー「法律関係としての内縁」（一）に）法律
報11巻 2号16頁， 1巻 3号23頁以下参照。
(9) 最判昭和33.4. 11民集12.5. 789。
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帯責任（民761), 特有財産・帰属不明財産の共有推定（民762), 財産分与（民
768), 貞操義務（民7701) などは一般にその効果を認められ，婚姻の届出を
前提として画ー的に処理する必要のある夫婦の同氏（民750), 配偶者の相続権
（民890), 成年の擬制（民753), 姻族関係の発生（民725), 子の嫡出性（民
~o) 
779)などについては，一般にその効果を否定されている。
しかし，最近，内縁を準婚として保護することを再検討すべしとする有力な
見解も発表されている。その理由は，戦後「家」制度の廃止により，内縁原因
が「止むをえざる内縁」から「当事者の責任による内縁」に変化してきたこと
から，現在でもなお準婚理論で法的保護を徹底させることは， 「第一に内縁の
実態にてらして過保護の幣を生みやすく，第二に婚姻法体系を混乱させるおそ
(1) 
れがつよい」とされる。そして，今後も少数ながら存在する内縁不利益の法的
救済は「準婚理論によらなくて，個別的，具体的公平を考えて解決すればよ
仰）
い」とされる。
したがって，内縁保護のあり方は，内縁の成立と認めた上で， これに婚姻に
準じた保護を加えるものと，内縁は法の認めない関係であることを重視し，婚
姻法理論の適用を排除し，他の法理論による限定的救済にとどめようとするも
のに分れる。前者の通説的立場においても，内縁の枠組に入らない男女関係に
ついて法的救済が必要とされる場合には，他の法理論による救済も考えるの
で，後者は，内縁関係を私通関係などの男女関係と同じ延長線上のものとして
それらと区別せずに処理しようというものである。前者が，内縁は社会的事実
婚である点を重視し，法技術的処理の面でも，婚姻と区別せずに準婚的保護を
はかるのに対して，後者は，婚姻の届出婚主義を重視し，合法的婚姻関係との違
(10) 青山道夫編『注釈民法(20)』247頁以下（大原長和），川井健ほか編『民法(8)親族』 132
頁以下，久貴忠彦ほか『民法講義7親族』 108頁以下（右近健男），中川普之助『親族
法上』 325頁以下，我妻栄『親族法』 201頁以下など。
(1) 武井正臣「内縁の法的保護の再検討」高梨公之教授還歴祝賀『婚姻法の研究上』 159
163頁。
(12) 不破勝敏夫「これからの内縁保護」広島法学2巻2-3号267頁。
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いを明確にするために，婚姻法の適用を拒否して，財産法理論などにより例外
的救済をはかるものである。後者の考え方は，婚姻における国家的統制を強
め，社会立法などにおける既得権の大幅な縮少につながるおそれがあり，賛成
できない。内縁原因の変化と男女関係の多様化にともない，内縁の枠組に入る
男女関係に，準婚理論による画ー的処理は必ずしも妥当でない面もあるであろ
うが，現状において，直ちに準婚理論をすて去り，大幅な保護の縮少に結びつ
けることは，人間性の尊重の観点から適当ではない。
3 重婚的内緑の法的把握
学説の展開
璽婚的内縁の法的把握については，学説は分れている。重婚的内縁は，一夫
一婦制の法律婚主義と矛盾する内容を含み，法律婚と事実婚の利害が衝突する
ので，困難な問題が多い。内縁の成立について，婚姻の実質的要件を必要とす
る立場（全面的必要説，部分的必要説）にたてば， 璽婚禁止に違反する内縁は
成立を認めないことになるが，多くの学説は，内縁問題は内縁配偶者の保護ば
かりでなく第三者関係もあることから，必ずしも婚姻の実質的要件を充足する
(1) 
必要はない（要件不要説）としている。 煎婚的内縁の保護のあり方については，
璽婚的内縁の成立を認めた上で内縁理論による保護をはかる考え方と，重婚的
内縁の概念を否定し，婚姻法以外の法技術的処理で限定的救済をはかる考え方
があり，また，法律婚・事実婚のとらえ方の違いもあって学説は分れている。
一般に，璽婚的内縁の把握の仕方は， (A)無効説， (13)相対的無効説（又は相対
(2) 
的有効説）， (C)有効説に分れる。
(A) 無効説は次の三つの見解に分れる。
(3) 
① 比較的初期の見解で， 「この種の性関係に反社会性」があるから， 重婚
(1) 内縁の学説を，重婚的内縁に留意しながら，成立要件の視点から整理，分折された
ものとして，中川良延「内縁の成立」 『家族法大系If婚姻』 295頁以下参照。
(2) 太田武男「重婚的内縁に関する一考察」家裁月報15巻2号 3頁以下参照。
(3) 小石寿夫「内縁」穂積・中川編『家族制度全集法律篇I婚姻』 181頁。
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的内縁は無効であるが，それは「成立要件を欠くがためではなくて，その内容
(4) 
が公序良俗に背反する」からであるとして絶対的無効を主張する説である。
③ 内縁の成立について婚姻障害がないことを重視する立場で，準婚的保護
をうける内縁は， 「同一人物につき，法律上の配偶者がないこと，他には内縁
(5) 
的関係の存在しないー一ー事実上の一夫一婦婚であることが絶対的要件」であ
り， 「実定制定法上重婚が厳禁せられ，法律婚主義が確立されている以上，形
(6) 
式的実質的にそれらと矛盾する事実は，法律上『公序良俗』違反になる」。ま
た， 「法律上の配偶者は，相手方に対して，相続権・扶養請求権等家族法上の
権利を有し……重婚的内縁の当事者に家族法上の権利を認めることは，かよう
な権利の競合が生じ，法律上の配偶者の権利が害される……さらに，重婚的内
縁を承認することは，一夫一婦制に反する婚姻を事実の継続によって承認す
ることになって，民法732条， 744条の規定の趣旨を無意味たらしめることにな
(7) 
る」として，内縁の成立無効を主張する見解である。しかし， この説は，必ず
しもこのような関係の保護そのものを全面的に否定するものではない。すなわ
ち， 「内縁の概念は厳格に規定し， 『翫婚的内縁は準婚関係としての法の保護
の外におこう』とするものであり， もし重婚的内縁関係なるが故に一概に否定
しえない法律問題が生じたならば， 『内縁以外の法理をもって妥当な解決をは
(8) 
かろう』とするものである」とされる。
R 最近主張されている内縁保護見直し論は，内縁そのものの準婚的保護を
(4) 小石寿夫「判例を中心として観たる『内縁』の問題」法曹会雑誌10巻10号38頁。 1司
旨，清水兼男「内縁の法律関係」法政研究5巻2号26頁。
(5) 大原長和「内緑の概念」 『家族法大系r婚姻』 289頁。
(6) 大原長和「内縁と公序良俗」法政研究32巻 (2-6合併号） 642頁。
(7) 宮井忠夫「重婚的内縁と財産分与」同志社法学100号108頁。
(8) 大原長和• 前掲論文（注(6))• 642頁。宮井説もほぼ同様とみられる（宮井忠夫• 前
掲論文・ 108.109頁，宮井忠夫「重婚的内縁と交通事故の損害賠償」時の法令926号
40頁）。
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(9) 
否定するので，重婚的内縁の法的処理はRの成立無効説とほぼ一致する。そし
て，この説は政策問題を重視し， 「重婚的内縁の解消をさまたげている離婚法
(lo) 
上の障害を取除く方法を講ずることが先決問題である」とする。そして，形骸
化した法律婚を消滅させるために，離婚法において， 「一定の別居期間あるい
(1) 
は法律上の配偶者の生活保証等の条件をつけて破綻主義を採用すべき」である
と主張する。
(B) 相対的無効説は，無効説に基盤をおきながら，不法性の低いものについ
て重婚的内縁の反公序良俗性を緩和し，救済するものである。その判断は競合
する法律婚と事実婚との比較考量による。この立場が多数説をなしているが，
その保護基準は大体次のような見解に分れる。
④ 内縁当事者の「菫婚的」であることの認識に璽点をおいて，その認識の
ないものを保護する立場である。その代表的学説は，内縁保護の問題は，法律
形式をふまずに「現実に自生してしまった結合関係を処理する問題」だから，
内縁成立は「実質的な婚姻結合が現実に成立する」こと以外必要でなく，重婚
的内縁も内縁として保護しうる。しかし， 「保護してならないのは悪意の当事
者」であり， 「善意の当事者または第三者のためには， この種の婚姻的結合も
(12) 
また，内縁として準婚的取扱いをう＜べきもの」とする説である。
(9) 「重婚理論による保設は，九昏姻法体系と矛盾するから反対である」 （武井正臣• 前
掲論文・ 164頁）とし，「現存する重婚的内縁の配偶者が不当に不利益をうけるばあい
には，準婚理論によらず，すなわち，婚姻法の枠外――—財産法的操作により一一適切
な法的救済を考慮すべき」ものとされる（武井正臣「重婚的内縁の配偶者の地位」ジ
ュリスト増刊『民法の争点』 355頁）。
(10) 武井正臣「重婚的内縁の法的保護ーーとくに離婚破綻主義との関係ーー」島根法学
25巻15頁。
(1) 武井正臣・詞褐論文（注(10))・17頁。
(12) 中川善之助『親族法上』 321, 322頁。なお， 「善意といっても，全く知らなかった
場合だけに限る必要はないのであって，悪意のうち瑕疵が小さいもの，例えば， 「妻
はあっても近々離婚になると信じている場合」は「善意に準じて」保護してよいとさ
れている（中川善之助「重婚的内縁の解消と財産分与」別冊ジュリスト40号『家族法
-169: ― 
-346-
⑥ 法律婚の態様に視点をおいて保護の有無を決める説で， これは二つの立
場に分れる。
第ーは，（ア）一方で法律婚が破綻しており，他方で一般の内縁と認められる事
(18) 
実婚が存在しておればよいとする説である。その代表的学説は，重婚的内縁関
係の法的保護の問題として検討すべきことは，善意・悪意の問題よりむしろ法
律婚の態様であるとし，離婚法における破綻主義法理のもつ意味の重要性を念
頭において考えれば，婚姻関係の客観的な破綻があると認定されるときは，そ
の事実は家族法における事実の先行性から当然に法的評価の対象となりえ，事
実をある種の権利にまで引上げ，ある種の効果を認めることができる。したが
って， 「法律婚が破綻している場合に，それと重複する内縁当事者は，善意・
(14) 
悪意を問わず，法律婚が解消する方向で救済を求めることができる」とする。
第二は，（イ）法律婚の破綻と同時に，他方において事実婚の厳格性を要求する
(15) 
もので， 「相当長期間の夫婦共同生活態の継続と明確な社会的承認が必要」と
する説である。事実婚の同居期間がどの程度要するかについては明らかではな
(16) 
いが， 「10年程度を要する」とする説がある。
⑥ 重婚的内縁が保護される場合は，法律婚が実質を失なって事実上の離婚
状態に達していることが必要であるとする説である。これも二つの立場に分れ
る。
判例百選（新版）』 33,34頁，中川善之助「重婚的内縁の対＇外効力」法学セミナー 1969
年4月号11頁）。
(13) 中川淳『現代の家族法』 87頁，中川良延「重婚的内縁と財産分与Jセミナー法学全
集14『民法v親族・相続法』 142頁，大沼容之「重婚的内縁と婚姻費用分担の関係（上）」
ジュリスト479号125頁。
(14-) 中川淳「内縁保護と届出婚主義」汰学セミナー1973年 1月号68頁，中川惇「重婚的
内縁の保護」中川淳編著『家族法審判例の研究』 75頁。
低） 有地亨「妻以外の女との内縁関係の成否，要その他の相続人がある場合と内縁の妻
の賃借居住権」判例時報347号（判例評論62号） 36頁。
U6) 山脇貞司「妻の婚姻費用分担請求に対し，夫と同棲中の他女の生活費を，夫方の生
活費として算入することの可否」香川大学経済論叢42巻5号113頁。
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第ーは，切）法律婚が事実上の離婚状態になり，法律婚の保護を問題とする余
地がなくなったときにのみ，重婚的内縁の保護を考えるものである。代表的学
説は，重婚的内縁の財産分与の問題について， 「法律婚がすでに事実上の離婚
状態にあって，財産分与の協議が成立して給付がすでになされたか，または現
になされているか，あるいは明示的に請求権の放棄の意思が表示されたか，い
ずれにせよ将来において財産分与請求が起りえない状態にあることを要する」
とする。そして，その際の「事実上の離婚の認定はよほど厳格になさるべきで
あって，黙示の合意のごときは認められぬのはもちろん，明確な離婚合意（届
書作成その他）のほか，さらに離婚の事後措置（子の監護，財産分与）につい
てもすべてが解決されてはじめて事実上の離婚の状態にあると認めるべきであ
(17) 
る」と主張する。
第二は，（キ）事実上の離婚は法律婚の効果を以後確定的に消滅させるものでは
ないので，重婚的内縁の問題性を綺麗に溶解させ，内縁の内部的婚姻効果を法
認するためには，さらに， 「届出離婚主義の含意，そして法律婚の相手方配偶
者の立場の考慮」が必要であるとし， 事実上の離婚と併せて「法律婚の相手方
配偶者の立場ないし利益が顕著に損われることがない，という要件も具備され
(18) 
ねばならない」とする説である。したがって， 「重婚的内縁が社会的に非難さ
れるのは，そのために相手方配偶者が迷惑を蒙る点にあると考えるべきである
から，重婚的内縁と競合している法律上の夫婦関係の実態を考慮し，法律上の
他方配偶者の地位もしくは権利を害さぬような場合に限り，法的保護の対象た
(;9) 
りうる」ことになる。そして，具体的には， 「婚姻の果実としての子供のこと
や婚姻中の財産の件あるいは今後の当面の生活に関し，既に一応の納得ある処
置がなされて来ているか，それがなされていなくても現在（内縁の成否が問題
(17) 山畠正男「いわゆる重婚的内縁関係にも財産分与請求権を認めうる」判例時報453
号 （判例評論94号） 101, 102頁。
(18) 明山和夫「重婚的内縁の考え方」判例時報753号（判例評論189号） 119, 120頁。同
旨，高橋敏「重婚的内緑保護の現状と保護基準」経済と法（専修大学）第8号68頁。
(19) 中川善之助• 島津一郎編『基本法コソメソタール新版親族・相続』 （別冊法学セミ
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とされる時点）ではもはやそうした配慮のなされる必要性が存しなくなってい
ること，のほか特に離婚意思の合致なく唯長期にわたる状態のみのある場合に
あっては，法律婚の相手方配偶者から（過去の状況に鑑みて）婚姻継続への真
伽）
摯な希求のなされる可締性が到底考えられぬこと」を要求される。
① 重婚的内縁の成立については，社会的事実を尊重して厳格性を要求しな
いが，その法的効果については画ー的処理をせず，法律婚と事実婚の相関関係
できめようとする立場である。代表的学説は「社会的事実としての内縁を一応
すべて内縁とし，法律的規律を与える際に，当該内縁の性格を吟味し，各場合
(21) 
についてその効果を勘案する」とする。
(C) 有効説は，重婚的内縁の成立条件については厳しい枠組みを設けるが，
その枠組みに入る菫婚的内縁については，公序良俗違反の認識はなく，完全に
有効な内縁として位置づけるものである。これには次の見解がみられる。
⑧ 「重婚的内縁の問題についても，法律上の婚姻のそれに準じた，すなわち
斡
いわゆる『重婚』に準じた取扱いないし理論構成がなさるべく」，「正妻ある者
の婚姻予約も，民法90条に依って当然無効たるべきではなく，民法766条（現
732条），第780条（現744条）に準じて取消し得べきものとなり，其の責任は，
(23) 
第787条（現748条）に依り解決し得ることになる」とする説である。そして，
この有効な重婚的内縁が成立する条件として，法律婚が堺実上の離婚状態にあ
ナー34号） 3S, 39頁（太田武男）。
(20) 明山和夫・前掲論文・ 120頁。
(21) 我妻栄『親族法』 200, 201頁。この説は，内縁の成立の面を直祝すれば，打効説に
近く，法的幼呆の面を直視すると相刈説（旧対的ー有効説）に入る。太山敦拉は相対的
無効説に入れられている（太田武刀.rl1J掲論文（注(2))• 5頁）が，大原教授しま，有効
魂に近いとされている（大原長和・前掲論文（注(6))• 642真）。
四 太田武刃• 前掲扁文（注(2))• 28頁。しかし，太川教政は，最近，その見解改めら
れ，明山教投の見解に近いようである（太田武男［内縁と外縁」於保不二雌尤生還暦
記念『民法学の基礎的課図下』 220頁以下参照）。
(23) 於保不二雌「有婦の男子と悪慈にて寡実婚を為したる女子の貞操蹂躙に囚る損害賠
償の請求」法学蘊裟44忍1号Ul6頁。同泌として， 松田得二 i重婚的内緑の傑設ー一
昭和43.12. 10東点地裁'j:IJ決につし、て」岡Il商）;;:;i佃叢 4 む 1• 2号21頁。
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紛
ること，すなわち， 「外縁と競合する内縁関係」であることが必要とされる。
R 重婚的内縁が公序良俗に反するか否かの判断を，法規という形式ではな
くて具体的生活関係の実態に求めるものである。この説は，重婚的内縁の準重
婚的構成は充分成り立ち得るものの，外縁と競合する内縁の概念では真に救済
しうる対象をすべて把握できないとし， 「重婚的内縁に準重婚構成を与えるよ
り，単に，配偶者ある者を当事者として結ばれた内縁契約が，公序良俗に反す
るか否か，具体的にそれが問題になったときの判断に待ち， 『公序良俗』に反
しないと判断できれば，他に無効• 取消原因なき限り，完全有効な内縁として
(2s) 
当該欲する効果の発生を認めてよく，その方がむしろ具体的実情に即し得る」
とする。
⑩ 事実婚主義を主張する立場から，社会的事実として存在する内縁を有効
視するもので，重婚的内縁も「民法の規定する近代的婚姻の価値観に違反して
いるからといって，婚姻効果を全面的に否定し去ることについては肯定し難
い」とし，判例が「事実関係の分析に当っては概念法学的画一化をさけて，婚
姻的事実に対する具体的価値判断にもとづいた取扱をしている」ことに賛意を
表し，重婚的共同生活関係の保護については「婚姻規定の適用は，でぎるだけ
狭めて届出のみなき実質的要件を全てそなえた事実婚関係に限定し，他はすべ
て場合に応じて個別的判断に委ね，一般理論によって保護救済を考える」とす
箇
るものである。多少不明確な点はあるが，立法政策を重視し「内縁問題も届出
釦7)
婚主義の廃止によって終止符がうたれる」とする立場から，内縁の成立要件は
厳格化しながら，その成立を認めたものは完全に有効な内縁とするものと推測
される。
閻太田武男・前掲論文（注(2))• 2頁。
(25) 青山尚史「重婚的内緑の効カー一準重婚構成の成否ー一」法学論集（駒沢大学） 17 
脊152-155頁。
伽） 黒木三郎「婚姻の成立と内縁」青山道夫教授還暦記念『家族の法社会学』 220,221 
頁。
仰黒木三郎・前掲澁文・ 221頁。
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2 学説の検討
重婚的内縁の法的把握をめぐる学説は大体以上の通りである。無効説は，
夫一婦制の原則を厳格に解し，重婚的内縁そのものを法概念として否定する。
したがって，生活関係の認識の面では，単なる私通関係や妾関係などと同一線
上のものとみているといえる。しかし -のような重婚的内縁関係から生する
問題をすべて法の保護の外におくことは不公平を生ずるので，婚姻法以外の法
技術操作で保護する余地を残している。②，③の説がそうである。その意味で
僻
は，相対的無効説や「有効説とそう大きくは異ならない」ともいえる。 しか
し，一夫一婦制の認識が厳格であり，準婚理論による保護を一切否定するの
で，具体的保護の内容は，一般に(B), (C)の立場より狭くなるであろう。
Rの成立無効説と③の内縁見直し説の違いは，②が婚姻の永続的結合に基づ
く排他的独占性に根拠をおぎ，重婚的内縁関係そのものを道徳的にも好ましか
らざる関係として否定し，法律婚の回復継続を志向するのに対し，①説は，む
しろ重婚的内縁そのものの発生が有責配偶者の離婚請求を認めず，離婚法にお
いて破綻主義を徹底しないところに原因があるとみている。そのために，後者
は，政策問題を重視して離婚破綻主義の推進を強調する。しかし， これは，法
律婚を解消して事実婚の方を婚姻に引き上げる措置をとることを意味するの
で， より積極的な重婚的内縁の実質的保護策といえる。これらの無効説は，一
夫一婦制の婚姻秩序を厳格に解しながら，その保護自体は必ずしも否定せず，
婚姻法規の適用を拒否するにすぎないので，その意味では，反公序良俗性の主
張も不徹底であり説得力に乏しい。法形式を必要以上に重視して，社会的実態
を保護しないことは，人間性の尊重の観点（から適当でないし，婚姻の統制的色
彩がり狽く賛成しえない。また，保護の差別的法技術操作は， このような生活関
係者の差別的社会意識 （蔑視）につながり やすく，好ましくない。
これに対して相対的無効説は，重婚的内緑が一夫一婦制の原則に反すること
伽） 大原長和・ 1Hi掲論文（注(6))・642頁。
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は認識しながらも，法律婚と事実婚との相関関係において不法性は緩和され，
事実婚が法的効力をもつにいたるとするものである。その根拠は，④説は不法
性を当事者の認識によって判断するから，善意の当事者は不法性がないとみる
のに対し，⑤，⑥の説は，婚姻の形骸化によって法律婚の効力が弱化すること
に求める。前者が多数説をなしているようであるが，後者の立場が近時有力で
ある。④説は，当事者の主観的認識を根拠とするので，婚姻の形骸化があって
飼
もすべて公序良俗違反の不法性がなくなるとはみないし，また，法律婚の形骸
化がなくても保護を認めうることになる。善意者保護を重視した立場である
が，一夫一婦制の婚姻秩序を主観的認識で判断するため，法律上の配偶者の立
場や利益を害するおそれがある点に弱点をもつ。この説には， 「公序良俗違反
なれば，それは，本来，客観的なものであって，主観的なものでない筈である。
だから，もし民法第90条の導入によって，右の問題を解決しようとするなら
ば，それは絶対的無効であって，当事者の善意・悪意による差別をつける余地
はない筈である。それゆえ，民法第90条を論拠としながら，当事者の善意・悪
意によって有効・無効の差別をつけようとされる相対説の態度は，一貫性をか
伽）
き，その点においても，当をえた見解とは評しがたい」との批判がある。
そのために，反公序良俗性の緩和の根拠を客観的基準に求める⑤，⑥の見解
が生ずることになる。この立場は，婚姻が破綻すれば原則として婚姻の効力が
否定され，破綻以後法律婚からの財産分与，婚姻費用分担，扶養というものが
(31) 
なくなるから事実婚の効力が認められると説き，あるいは事実上の離婚の場合
は法律婚がその内部的効果を大体消滅せしめるから，相関的に重婚的内縁でも
図
普通の内縁と同程度に保護しうることになると説明する。このような考え方を
一夫一婦制の理解の面からみれば，一夫一婦制を制度として対処する場合に
/29) 島津一郎『家族法入門』 80頁。
(30) 太田武男・前掲論文（注(2))• 27頁。
(31) 、ンソボジウム「現代の内縁問題」ジュリスト467号115, 116頁（中川淳発言）．太田
武刃ほか『婚姻の届出一届出婚主義の現状と内縁問題』 292頁（中川淳発言）。
随 明山和夫・前掲論文・ 119頁参照。
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は，一時一婚主義すなわち「一つの時点においては，一人の人について一つ
の婚姻しか存在しない……， これが一夫一婦制の建前」とし， 「形骸化した法
律婚とそして実質的には婚姻であるところの内縁との併存する場合」を重婚的
艇
内縁として保護を考えることになる。
(34) 
公序良俗違反の基準は， 「実定法にある」として形式的判断を主張する説も. . . . . . 
あるが， 「併存する法律婚は事実上破綻しており，事実上の夫婦関係は重婚的
内縁者間に存在するだけである。したがって，重婚的内縁といっても，夫婦共
同生活を伴なう法律婚と内縁とが事実上競合して存在しているのではなく，事
実上の夫婦関係は後者に存するにとどまる。かかる場合に，後者を有効とし．． 
て，両者の競合を認めたとしても，•これまた，一夫一婦制婚姻秩序を事実上破
僻
壊すると言うこともできない」という考え方が妥当である。一夫一婦制の本質
は，婚姻の競合を国家的に承認していないという外形的体裁をととのえるこ
とより，一夫一婦制の婚姻原則が実質的に貫徹されることにあるはずであり，
また家族関係そのものが「事実の失行性」を尊重せざるをえない特質をもつも
のであるから，生活実態に即して実質的に考慮するこのような考え方は正当と
いえよう。
婚姻の形骸化を何に求めるかという場合に，婚姻破綻にしろ，事実上の離婚
にしろ，その認定基準は学説により幅がある。しかし，両者では，婚姻破綻よ
り事実上の離婚の方が条件はきびしい。一般に，婚姻の形骸化を認定する場合
には， (i)婚姻継続の意思（離婚の合意）， (i)別居の状況（共同生活の廃止）， (i)
離婚の事後措置（子の監護及び財産問題の解決）の三つが問題となる。婚姻
破綻に根拠を求める立場は，婚姻生活の回復の可能性の有無に判断の基準をお
くから， (i)の共同生活の廃止の具体的状況に重点をおき，他の二つは必ずしも
はっきり解決されることを要求しない。例えば，離婚意思について， 「こっち
(3) 、ンンポジウム・前掲・ 116頁（明山和夫，久貴忠彦，太田武男発言）。
(34) 大原長和・前掲論文（注(6))・642,643頁。
(35) 有地亨• 前掲論文 ・36頁。
-176-
-353-
はあすにも離婚したいのだけれど，向こうはどこまでもくっついてくる，つま
り婚姻継続の意思を持っている」場合も含まれ，事実上の離婚とは離婚の「意
箇
思で違ってくる」ことになる。いずれにしろ，婚姻破綻に根拠をおけば，離婚
意思の合致というところまではいかず，離婚の事後措置についてはっきりし
ていなくても，別居の具体的状況から婚姻共同生活の回復が全く不可能と認め
られる場合に婚姻破綻とみることになる。そして，破綻の徴表を客観化させる
ために，別居期間の程度が重要な判断の要素とされる傾向にある。しかし，婚
姻破綻の段階では，まだ未解決の問題が残り，利害の衝突が顕著にあらわれる
可能性をもっているので，それだけで不法性が十分に弱まったとして事実婚の
効果を認めてよいかどうかについて若干不安がのこる。そこに，事実婚の方に
特別の条件を付加する考え方が出てくることになる。事実婚に相当の共同生活
期間と社会的公然性を求める見解(Rの（イ））がそれである。重婚的内縁の関係
においては，多くの場合，事実婚の側に有責性が含まれているので，事実婚に
一定の同櫻期間を要求する考え方は注目されてよい。
次に，事実上の離婚に根拠を求める場合も，その判断基準が問題となる。事
実上の離婚の判断については，およそ次のような立場がある。代表的学説とし
的
て， (a)明示の離婚の合意と共同生活の廃止が必要とする説， (b}黙示の離婚の合
燐
意でもよくまた共同生活の廃止が必要とする説がある。しかし，特に重婚的内
縁の保護基準との関係で(a)の要件を一層厳しくしたものとして， (C)明示の離婚
の合意，共同生活の廃止及び子の監護と財産問題の解決が必要であるとする説
(R の切））があり，また， (a)の条件をやや緩和し， (b)の条件より強化したもの
として， (d)黙示の離婚の合意，共同生活の廃止及び子の監護と財産問題の一応
知）
の解決でよいとする説 ((6)の（キ））がみられる。
C36) 、ンンボジウム ・前掲 ・117頁（明山和夫，太田武男発后）。
(3り我妻栄・前掲書・ 134, 136頁。
(38) 中川高男「事実上の離婚」『家族仏大系Il離婚』 105頁，太田武男「最近の内縁問題」
ケース研究137号14頁注(6)。
(39) l!J[[教授は， 「法律婚の相手方配偶者の立場なし、し利益が顕芳に損われることがな
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(40) 
共同生活の廃止については，その別居期間の程度は別として，特に問題とさ
れないが，離婚の合意や離婚の事後措置については，評価に幅がみられる。明
示の離婚の合意を要求すれば保護の幅が狭くなるし，黙示の合意ではゆるすぎ
る面があるので，その中間にある(d)の説が柔軟性をもつ見解として注目されて
いる。なお，事実上の離婚を「外縁」という概念と同視する立場があるが，事
実上の夫婦と内縁が必ずしも同じでないように，事実上の離婚と「外縁」とは
区別されるべきであろう。外縁を内縁に対する概念だとすると，その認定基準
がゆるすぎるからである。内縁を社会的には婚姻とみられるが届出を欠く関係
とすれば，外縁も諸問題が解決し，明示の離婚の合意がある場合にかぎるのが
論理的であろう。
重婚的内縁の保護を考える場合に，その効果を普通の内縁と均しい準婚的保
護を意味するとすれば，婚姻破綻のみを条件とすることは広すぎる。明示の離
婚の合意と離婚後の諸問題が解決した場合にかぎるのが適当であろう。しか
し，重婚的内縁の保護をこのような場合にかぎるのは狭すぎ，普通の内縁と同
様ではないが，婚姻の効果をさらに減縮した保護がありうるのではないか。そ
のような保護は，婚姻が破綻して相当期間経過し，事実婚が一定の成熟を示し
た段階であれば可能であろう。その意味では，その法的効果について，画ー的
に処理するのでなく，各場合の具体的事情に応じて勘案するという①説の考え
方は，一般論としては認められてよい。
有効説は，重婚的内縁も認められるかぎりは普通の内縁と同様に完全有効な
ものとして，婚姻に準じた取扱いとするものである。重婚的内縁も無効ではな
い」 （明山和夫・前掲論文・ 120頁）という条件は，事実上の離婚の認定とは別個に
されているが，全体として理解すればこのような立場であろう。
(40) 別居の相当期間について，離婚原因（生死不明）に準じて 3年以上を基準とする説
（太田武男• 前掲論文（注(2~)• 272, 275頁注(4)' イギリスの裁判離婚における別居
要件にならって，明示の離婚意思あるとき 2年，黙示であるとさ 5年とする説（高橋
敏・前掲論文 •72頁）がある。
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く取消し うるものとする見解は，民法の重婚禁止規定が， 重婚でさえその婚姻
は無効とせず取消すまで有効としていることから，それよりランクの低い重婚
的内縁も当然無効でなく重婚に準じた取扱いをすべしというものであるが，
「重婚禁止規定違反の点については，そこにい う重婚が正確には社会学的意味
ではなく法律的意味においてのもの，すなわち法律上有効な婚姻の併存である
と解さざるを得ない以上，右規定との関係において不法性を論ずるのは妥当で
(41) 
ない」。したがって，重婚的内縁は「重婚禁止規定にあてはまらないから取消
僻
しの対象になら」ず，また，事実状態に取消しをしてどれだけメリットがある
かという問題もある。
重婚的内縁を「公序良俗」違反の有無で判断する説は， 重婚的内縁がすべて
「公序良俗」に反するものではなく，「『公序良俗』に反しない重婚があると同
(43) 
様，『公序良俗』に反しない重婚的内縁（準重婚）の成立まで否定しえない」と
し，その認定の幅を⑧説より実質的に若干広げるもののようである。しかし，
その「公序良俗」の判断基準が明確にされていないこと，無効• 取消しの有無
をのこしていることに埋解しえない点がある。事実婚主義を主張し，立法論に
よる解決を求める説は，不明確な点もあるが，その立場から重婚的内縁も厳格
な要件のもとに成立を認めたならば婚姻の効力を最大限準用し有効視するもの
と思われる。伝統的解釈論からは説得的とはいえないが，立法論としては傾聴
(4) 
すべきものを含んでいる。
もっとも，これらの有効説は，いずれも認定基準をきびしくするので，準婚
的保護の対象は相対説よりむしろ狭い面がある（⑥の切）を除く）。しかし，公
序良俗違反の認識は弱いので，法的効果については，保護が厚いことになろ
う。
(41) 大沼容之・前掲論文・ 125頁。
(4~ 、ンソポジウム「内縁問題の現代的課題」 ジュリスト618号97頁（明山和夫発言）。
(43) 青山尚史・前掲論文・ 153頁。
(4) 黒木三郎・前掲論文・ 222頁以下参照。
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4 重婚的内縁の法的効果
1 以上の考察により，重婚的内縁は保護に値するか否か，保護される場合
にいかなる基準で保護の対象となるかについて学説の傾向を検討した。学説
は，重婚的内縁のとらえ方，法技術的処理には違いはあるが，一般にその保護
は認める。相対説（相対的無効説叉は相対的有効説），有効説の保護の違いは
程度の差にすぎず，無効説といえども婚姻法規以外の保護を容認している。し
かし，重婚的内縁が保護に値するとした場合に，いかなる法的効果を与えるか
については，しまっきりしない面が多い。学説を保護の法的効果の側面からみる
と，大体次の三つの立場に分れる。
(i) 重婚的内縁と認定しうるものについては，普通の内縁と同様の準婚的保
護を与える。
(i) 重婚的内縁の保護は必ずしも普通の内縁と同質の準婚的保護にかぎら
ず，具体的事情によりその効果を勘案する。
(i) 準婚的保護を否定し，救済の必要ある場合は，婚姻法規以外の法技術操
作により，個別的にその効果を考える。
(i)の立場は，有効説の考え方であり，重婚的内縁も認められるかぎりは，
「通常の内縁関係と何等ことならない関係であるわけであるから，婚姻効果に
関する諸規定の準用に関しては，いわゆる『重婚的』なるがゆえの配慮は，必
(!) 
要ではない」。したがって，「民法の定める婚姻効果のうち，婚姻の届出あること
を前提として認められていると解されうる婚姻効果，たとえば，氏の変更 (750
条），相続権の発生 (890条），成年到達 (753条），契約財産制 (75.-..,759条），
姻族関係の発生 (728条 1項参照），準正 (789条）などの諸効果は認められえ
ないが，夫婦共同生活の実態あることに即して，ないしその点を重視して認め
られていると解されうる婚姻効果，たとえば，契約取消権 (754条），法定財産
(1) 太田武男・前掲論文（前節注(2))• 30頁。
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制（婚姻費用の分担―-760条，家事債務の連帯責任――-761条，別産・別管理
制と帰属不分明の財産の共有推定―-762条）などの諸効果は，一応，認めら
(2) 
れうることになる」。
これに対して， (i)の立場は，相対説の一般的考え方といってよい。相対説も
重婚的内縁を認定した場合には，準婚的保護を考えているが，その中味を検討
すると，普通の内縁と必ずしも同じではない。不法性の認識は緩和したにすぎ
ないので，法律婚に対する配慮から，法的効果の面で普通の内縁と異なる面が
生じてくる。すなわち，法律上の配偶者への影響の程度によって，普通の内縁
と同じに取扱う場合と，さらに婚姻の効果を減縮して保護を考える場合とに分
れる。例えば，このような考え方として，次のようなものがある。
重婚的内縁の「存続，維持を希求した場合に，国家的価値判断によって重婚
的内縁関係を有効とみなして，その請求を認容し，結局，重婚的内縁関係の存
続，維持を助成して，戸籍上の婚姻関係の決定的破壊に導くことは，一夫一婦
(3) 
制の婚姻秩序にたつ現行民法下ではもとより許されない」とし，重婚的内縁を
維持する方向の法的効果を否定する見解がある。この考え方とほぼ同じ立場に
立つ裁判例として，重婚的内縁の解消による財産分与請求事件において， 「重
婚的内縁関係にあることを楯にとって同居を求めることに対し力を貸すこと，
即ち重婚的内縁を維持する方向に法が力を貸すことは正しいことではないけれ
ども，財産分与の請求は，既成事実となっている重婚的内縁を解消する際に問
題となることであって，その場合右規定の類推適用を許すことが（もとより自
己が重婚関係にある場合を除く），法の理想を蹂躙するものであるとはいえな
(4) 
い」としたものがある。また，同じような考え方として， 「不法内縁も，社会
(2) 太田武男 ・前掲論文（前節注(38))• 13頁。
(3) 有地亨• 前掲論文• 36頁。
(4) 広島高松江支決昭和 40.11. 15判例時報434号42頁。この判決には，賛成説として，
中川淳「重婚的内縁の解消と財産分与」 法律時報38巻 7 号91頁，中川良延• 前掲論文
（前節注(13)) ・ 142頁。 反対説として，宮井忠夫 ・前掲論文（前節注(7))• 109頁，山畠
正男・前掲論文・ 101頁がある。
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的事実として存続する限りにおいてその成立は認められるが，その効果として
は，当該不法内縁の保持存続に資するような方向のもの（同居協力守操など）
は否認せられ，当該関係が事実上もたれた結果としての事後処理的な面（財産
面の効果は大体該当するが，将来の婚姻費用分担は認められず，不当破棄に対
する慰藉料も一応認められてよいけれども，むしろ破棄が好ましくもあるので
(5) 
破棄自体の不法性は概して低い）は肯認されてよい」というものがある。この
ような考え方は，重婚的内縁について，婚姻規定の準用は認めるが，法律婚を
優先する立場から，一部の効果を否定し，あるいは効果の程度を低くみるもの
である。
(i)の立場は，無効説の考え方であり， 「重婚的内縁という現象は婚姻法の予
• • • (6) 
定外の異常な婚姻的人間関係であるという認識」から，婚姻法規の適用を否定
し，例外的に財産法規定などの適用により，個別的救済を考えるものである。
(7) 
例えば，内縁の不当破棄は不法行為論で取扱い，財産分与にかかわるものは，
(8) 
不当利得返還請求によるべきことになる。
2 重婚的内縁の効果と考える場合に，重婚的内縁を認めたものについて，
「重婚的なる配慮」が必要か否かが問題となる。有効説のように，認定する以
上は不法性がないとすれば， 「重婚的なる配慮」は必要なく，普通の内縁と同
様の効果を認めることになる。しかし，不法性は緩和されるにすぎないとする
と， 「重婚的なる配慮」は必要であり，法律上の配偶者の利害の程度により，
その法的効果が考慮されることになる。
重婚的内縁の効果について，内縁関係を維持する方向の効果と解消（事後処
理）の方向の効果に分けて，前者の効果は認めないが，後者の効果は認めると
いう考え方は，相対説の代表的考え方であり，一夫一婦制の堅持と内縁保護を
(5) 明山和夫・前掲論文・ 121頁。同旨，高橋敏・前掲論文 ・69頁。
(6) 武井正臣・前掲論文（前節注(10))• 12頁。
(7) 武井正臣・前掲論文 (2 節注(11))• 164頁。
(8) 宮井忠夫・前掲論文（前節注(7))• 107頁。
-182-
-359-
調和させた点で傾聴すべき見解であるが，具体的に検討した場合には必ずしも
そのように断定できない面がある。
例えば，重婚的内縁関係を維持する方向の効果として次のようなものが問題
となる。 (1)貞操義務については，重婚的内縁をしている者は，すでにみずから
貞操義務違反の責任があるのだから，相手方が違反してもその責任を問うこと
(9) 
ができないという説もあるが，不法性はあっても内縁として承認される以上
しま，社会的には夫婦と認められる関係であり，一般的には， 「法律婚がすでに
糾o)
事実上の離婚状態にあるときは，貞操義務に差異は生じない」といってよいで
あろう。重婚的内縁関係であるからといって，無秩序な性関係が許されてよい
しまずがなく，実質的に一夫一婦制の性秩序は守ることが要求されてよいからで
ある。しかし，法律上の配偶者との関係では不法性は残されており，重婚的内
縁の配偶者はその相手方に対し，法律上の配偶者との間の貞操義務は法的には
問えないことになろう。
(2) 同居義務については，法律上の配偶者との関係では認められないが，第
三者との関係では，共同生活が維持されている限り認められてよい。しかし，
共同生活が破綻し，同居回復請求をする場合には，共同生活の協力関係がなく
なることにより同居義務の根拠はうすく，むしろ法律婚の効果が顕在化し，優
先的に作用せざるをえない。したがって，共同生活関係が破綻した場合には，
菫婚的内縁の配偶者は，法律上の配偶者が婚姻の回復を望んでいるかぎり，事
実上の配偶者の同居回復請求を認めることはできないであろう。
(3~ 日常家事の連帯責任 (761条），特有財産，帰属不明財産の共有推定 (762
条）については，いずれも一応認められてよい。前者は第三者との関係であ
り，後者は事実婚内の問題であるから，いずれも共同生活から生じた財産関係
の処理にとどまるかぎり，法律上の配偶者への不当な影響は考えられないから
である。
(9) 青山道夫編『注釈民法(20)』248頁（大原長和）。
(10) 我妻栄• 前掲固 ・201, 202頁。
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(4) 婚姻費用分担ないし扶養の問題については，重婚的内縁夫婦間の生活費
の分担は，事実婚の共同生活関係が続いている場合には，原則として認められ
てよい。共同生活がある場合には，協力関係の効果として相互の役割分担が認
められてよく，形骸化した法律婚から事実婚の解消を強制する程の法的効果は
認められないからである。したがって，法律上の妻から夫へ扶養請求された場
合に，夫が共同生活をともにしている重婚的内妻の生活費を留保しうるかとい
う問題の場合には，法律婚の形骸化の程度と事実婚の成熟の度合によっては，
(1) 
内妻の生活費の留保が認められることがあろう。しかし，法婚律の利害関係が
解消されず，法律上の配偶者の権利主張がなされているかぎり，その算定には，
事実婚を法律婚に優先させないという原則が守られるべきである。すなわち，
同一水準の生活費の留保は好ましくなく，生活保護基準の最低生活費（世帯員
相当額）程度にとどめられるべきである。
これに対して，重婚的内縁関係が破棄された場合に，その内妻から夫に対す
る扶養請求を認めることは，法律婚との関係で好ましくない。重婚的内縁関係
が維持されている場合には，共同生活における役割分担から生活費の分担の必
然性が生れる。たとえ，不法性を有する関係であっても，当事者間では共同生
活の一般原則が貫かれてよいからである。しかし，共同生活関係を失なってい
る場合には，相互の協力関係はなくなるから，生活費の分担を事実関係から根
拠づける理由は弱化せざるをえない。そのような場合には，形骸化していても
法律婚の法的効果が優先的に働き，事実婚における扶養請求は認められないと
解すべきである。
重婚的内縁を解消する方向の効果として特に問題となるのは，財産分与と慰
(1) 大沼容之・前掲論文・ 126頁，木幡文徳「別居ないし破綻における夫婿の生活費糾
求ー一その判断甚準をめぐって一ー」専修法学論集29号93頁，長谷川公一「『重婚的
内縁の妻』の権利」について」ケース研究112号29頁。審判例として認めた例は少な
いが，次のものがある。大阪高決昭和32. 9. 17家月 9. 9. 32, 静岡家浜松支審昭
和32.9. 27家月10.6. 24, 島取家米子支審昭和41.12.15家月19.7 .78, 大阪家審昭和
42. 9. 26家月20.6. 44, 大阪家審昭和49.3. 26家月27.3. 70。
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藉料である。
(5) 財産分与は，一般に共同生活形成財産の清算，離婚後の扶養，慰藉料の
性質を含むとされるが，その中心は清算的要素であるから，重婚的内縁にも認
められてよい。重婚的内縁の性質上， 自ら一般の内縁より厳格な要件が必要で
あるけれども，法律婚が事実上の離婚状態にあって戸籍上形骸を止めているに
すぎず，事実婚が相当期間公然的な共同生活を継続している場合には，たとえ
重婚的内縁関係になることを認識して内緑関係に入った者でも，財産分与は認
(12) 
められるといえよう。
(6) 不当破棄の慰藉料請求については，正当事由の有無のほかに，重婚的内
縁開始の状況など事実婚の法律婚へ与えた影響の程度が考慮されることにな
る。したがって，当事者が善意であるか悪意であっても法律婚がその後解消し
法律婚への配慮が必要でない場合には，不法行為による精神的損害の賠償が認
(13) 
められるが，悪意の婚外不貞関係として開始され，法律上の妻に大きな打撃を
(14) 
与えている場合には認められないといえよう。
したがって，重婚的内縁の効果を，重婚的内縁を維持するか解消するかとい
うことで判断することは，必ずしも適当ではない。法律婚を解消する方向のも
のは適当でないが，事実婚を維持する方向のものであっても，共同生活関係か
ら導き出される効果については，法律婚の利益を顕著に害しないかぎり，法的
効果が認められてよいであろう。また，事後処理的なものでも，法律婚への影
響の程度により，否定される場合もある。
5 む す び
重婚的内縁の保護を考える場合に重要なことは，一夫一婦制の婚姻秩序と人
間性の尊重をいかに調和させるかということにある。身分関係は不合理性をも
(12) 広島高松江支決昭和40.11. 15高裁民集18.7. 527頁。
(13) 福岡地判昭和44.8. 26判例時報577号90頁，東京地判昭和34.12.25家月12.6 .146。
(14) 東京地'l~lj昭和46. 7. 19判例時報647号68頁。
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ち，当初は好ましくない関係であっても，それが既成事実として社会的に承認
せざるをえない段階に達したときは，人間性の尊重の観点から保護せざるをえ
ない場合もある。重婚的内縁は好ましくない関係であるが，一夫一婦制を法規
という形式ではなくて実質的に判断して，それを本質的におかすことにならな
いかぎり，保護を認めることはやむをえないことである。そして，その保護が
妥当だとすれば，差別的法技術操作をせずに，可能なかぎり社会的実態に即し
た法概念を用いる方がそのような関係にある人の人間性を尊童することにな
る。そのような意味で，重婚的内縁関係にも婚姻法規の準用も可能である。
重婚的内縁の保護は，一夫一婦制の法律婚主義に矛盾する内容を含み，法律
婚と事実婚の利害関係の競合を含むので，その法的効果は普通の内縁と必ずし
も同様ではない。その保護は，法律婚と事実婚との比較考量によるが，法律婚
と事実婚を同等に考えるのは適当でなく，法律婚主義の趣旨から，法律婚を優
先せざるをえない。
重婚的内縁の保護を「後婚たる内縁結合の成立が前配偶者の地位を毀損す
(!) 
る」か否かできめる考え方は傾聴に値する見解であるが，法律婚への影響の程
度は保護の内容によって異なるので，重婚的内縁の成立要件とするより，法的
効果の有無，程度を考える要件と考えた方が合理性をもつ。そこで，次のよう
に考えたい。
重婚的内縁として保護する場合には，一方において，法律婚が破綻して相当
期間経過し，また他方において，事実婚は一定期間の経過により社会的に夫婦
と承認されるまで成熟していることを要する。そして，それは，法律婚の回復
が全く不可能であり，法律上の配偶者の利害関係が残っているためすぐに離婚
の結論は出せないが，実質上事実婚を婚姻として選択する合理的理由がなくて
はならない。その意味では，重婚的内縁は，法律婚の解消（離婚）にいたる過
程における事実婚の保護の法技術概念である。そして，その法的効果は，次の
(1) 明山和夫「内縁の成立に関する一考察」家裁月報11巻3号48頁。
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二つの場合に分れる。
第一しま，法律婚において，離婚の明示の合意があり，離婚の事後処理（子
の監護及び財産上の処理）がすべて解決している場合には，不法性は極めて弱
く，普通の内縁と同様の準婚的保護をなしうる。しかし，第二に，離婚の合意
離婚後の事後処理が未解決の場合には，法律婚の立場や利害を配慮せざるをえ
ず，その法的効果については，普通の内縁と異なり，婚姻規定は準用したとし
(2) 
ても，婚姻の効果を減縮して認めることになる。そして， このような場合にお
いては，法律婚主義を尊重する立場から，法律婚と事実婚の保護が競合する場
合には，事実婚を法律婚に優先させないことが原則とされるべきである。
(2) 太田教授は，重婚的内縁の保護基準として次のように解されている。
「(1), まず①当該法律の当事者双方に離婚意思（実質的意味における）があり，婚
姻中の財産関係の清算（財産分与の問題を含む）や慰籍料さらには子の措趾などにつ
いての話合いもついた上で別居状態が続いているか，あるいは，R別居に際して右の
ような離婚意思の合致や離婚条件についての合意がなくても，何等かの事由で破綻的
別居状態に入り，それが長年にわたったために回復の見込なく（離婚意思の客観的推
認），そのような破綻的別居状態が固定化してしまっているか，いずれにしても法律
婚の状態が右のような段階に達してから後に結ばれた内縁関係は，当該内縁関係発生
のために相手方配偶者の立場ないし利益が顕著に破壊される恐れないと判断されうる
限り，重婚的なる配慮は必要なく，通常の内縁と同様に法的評価の対象たりうる」
（太田武男「厘婚的内縁の特別法上の地位」人文学報41号80頁，太田武男「重婚的内
縁の特別法上の地位」家裁月報28巻 9号32頁。『民法学7 (親族・相続の重要問題）』
60頁（太田武男））。保護の一般的対象としてはほぼ同意しうるが，法的効果の面で
は，①と②は区別されるべきであろう。
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